
■調査概要
調査対象
　直近1年以内にアルバイト採用業務に携わった20～69歳の会社員（会社役員・自営業含む）

調査期間
　2019年11月29日（金）～12月5日（木）
調査方法
　外部パネルによるWEBアンケート調査
有効回答数
　2,120名
　※調査結果は、端数四捨五入の都合により合計が100％にならない場合があります。

本資料に掲載のデータ、図版等の無断転載を禁じます。資料のご利用やご質問等に関しては下記までご連絡ください。
株式会社マイナビ　社長室　HRリサーチ部　アルバイトリサーチチーム　E‒mail：myArm@mynavi.jp
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アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

Copyright (C) 2021　Mynavi Corporation　　　1P



アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

（1）回答者プロフィール
アルバイト採用における担当業務（複数回答）
・全体では「選考業務」が最も多く、「応募者の管理・面接日程調整」「アルバイト研修等、採用決定後のフォロー」と続く。

会社全体のアルバイト従業員数（単一回答）
・全体では「5人未満」は2割、「1,000人以上」は1割強。
・業種別では＜コンビニ・スーパー＞は、アルバイト従業員数「1,000人以上」が約3割と全体よりも高い。
　一方、＜建築・土木＞は、アルバイト従業員数「5人未満」が6割と全体よりも非常に高い。
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会社全体の正社員数（単一回答）
※本調査では正社員数300人以上を「大企業」、299人以下を「中小企業」とする
・全体では「中小企業（299人以下）」が7割弱を占める。
・業種別では＜コンビニ・スーパー＞＜事務・オフィスワーク＞は「大企業(300人以上)」の比率が高く、
　＜家庭教師・講師・試験監督＞＜建築・土木＞は「中小企業(299人以下)」の比率が高い。

会社全体の企業規模（単一回答）※ベース：正社員数を把握している
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アルバイト比率（単一回答）
・全体ではアルバイト比率の平均は約4割。
・業種別では＜飲食・フード＞＜コンビニ・スーパー＞＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞などでアルバイト比率が高い。
　一方、アルバイト比率が低い業種は＜建築・土木＞＜製造＞＜事務・オフィスワーク＞など。
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アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

（2）採用活動実態
アルバイトの採用ターゲットとしてあてはまるもの（複数回答）／最も当てはまるもの（単一回答）
・全体では「フリーター（20～30代）」「フリーター（40代以上）」「主婦」が特に高い。
・業種別では＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞＜コンビニ・スーパー＞は、全体的にターゲット層が広く、「外国人」も
　採用ターゲットとする割合が高い。
　＜介護＞＜保育＞＜事務・オフィスワーク＞は「主婦」が、＜警備＞＜清掃＞は「シニア」が高い点が特徴的。
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アルバイトの採用ターゲットとしてあてはまるもの／今後採用していきたいターゲット（複数回答）
・全体では現在・今後いずれも「フリーター（20～30代）」「フリーター（40代以上）」「主婦」が特に高い。
・業種別でも、現在と今後のターゲットは同様の傾向を示す。

アルバイト人材の過不足感（単一回答）
・全体では「不足している・計」は70.2%（昨年比+1.5pt）。
・業種別では＜コンビニ・スーパー＞＜ホテル・旅館＞＜保育＞＜清掃＞で不足感が特に高い。
・昨年比では＜その他小売・サービス＞の過不足感が+11.6ptと最も増加した。
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アルバイト人材の活用において、困っていること（複数回答）※ベース：アルバイト人材が不足している
・全体では「募集しても、必要な人数が集まらない」が特に高く、『質の問題』よりも『量の問題』の方が高い。
・業種別では＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞＜コンビニ・スーパー＞＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜その他小売・
　サービス＞で希望シフトに偏りがあり、思い通りのシフトを組めない」が高い傾向。

半年以内の離職率（数値回答）
・全体で「半年以内に離職した人がいる」割合は4割程度。離職した人がいる企業において、【半年以内の離職率】は17.5%。
・業種別の「半年以内に離職した人がいる」割合は＜家庭教師・講師・試験監督＞で低く、
　＜ホテル・旅館＞＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞などで高い。
　【半年以内の離職率】が低い業種は＜軽作業＞、高い業種は＜建築・土木＞など
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求人募集の方法（複数回答）
・全体では「有料の求人広告を活用」「お金をかけずに募集（スタッフの紹介や店舗の張り紙、ハローワーク等）」が特に高く、
　「無料の求人広告を活用」が続く
・業種別では、＜飲食・フード＞＜販売・接客＞全般、＜警備＞＜清掃＞で「有料の求人広告を活用」の利用率が高い。
　＜介護＞は「お金をかけずに募集（スタッフの紹介や店舗の張り紙、ハローワーク等）」「無料の求人広告を活用」
　「求人広告以外の有料媒体・ツール」が全体と比べて高い。

アルバイト採用のために利用した媒体（複数回答）／最も利用した媒体（単一回答）
・全体では【利用した媒体】【最も利用した媒体】のいずれも「ハローワーク」が最も高く、次いで「インターネットの求人情報
　サービスサイト」「企業のホームページ」などの『WEB』、「縁故（知人、親族、社員からの紹介）」「フリーペーパー」が続く。
・業種別の【最も利用した媒体】では、＜介護＞＜製造＞＜建築・土木＞で「ハローワーク」が特に高い。
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アルバイト採用のために利用した媒体／今後利用したい媒体（複数回答）
・利用媒体について全体では、「ハローワーク」が最も高く、「インターネットの求人情報サービスサイト」「企業の
　ホームページ」など『WEB媒体』が続く。
・今後利用したい媒体について全体では、「スマートフォンの求人アプリ」「SNS（Facebook、Twitter、Instagram など）」が
　現在の利用率よりも高い。
・利用媒体について業種別では、「インターネットの求人情報サービスサイト」「スマートフォンの求人アプリ」
　「SNS（Facebook、Twitter、Instagram など）」は＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞で最も高い。

採用コストの前年比較（単一回答）
・全体では、「変わらない」が5割強で最多、「上がった」が3割弱。
　2018年全体と比較し、「変わらない」が約10ポイント低下した。
・業種別では、＜清掃＞＜軽作業＞＜警備＞で「上がった」が高い。
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アルバイト採用を行った理由（複数回答）
・全体では、「欠員補充」「正社員の労働時間短縮のため」「事業拡大」の順に高い結果となっている。
　2018年全体と比較し、「欠員補充」が10ポイント以上増加。
・業種別では、「欠員補充」は＜ホテル・旅館＞、「事業拡大」は＜警備＞、「社員登用を前提とした雇用」は
　＜介護＞でそれぞれ最も高い。

2019年のアルバイト採用活動全体を通して良かった点（複数回答）／最も良かった点（単一回答）
・全体では、「採用した人が定着していた」「面接のドタキャンが少なかった」「採用者の質が良かった」などが上位。
　2018年全体も、2019年とほぼ同様の傾向を示す。
・業種別では、＜介護＞で「良かった点はない」が5割強と非常に高い。
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2019年のアルバイト採用活動全体を通して課題だった点（複数回答）／最も課題だった点（単一回答）
・全体では、「応募数が確保できなかった」「応募者の質が悪かった」「早期離職者が多かった」「面接のドタキャンが多かった」
　などが上位にあがる。2018年全体も、2019年とほぼ同様の傾向を示す。
・業種別では、＜警備＞＜清掃＞で高めの項目が多い。

アルバイトから契約社員に変更になった人（単一回答）
・全体では、『アルバイトから契約社員に変更になった人』が「いる」と回答した人は約2割。
　雇用形態変更ありベースで変更した平均人数をみると6.1人。
・業種別では、アルバイトから契約社員への変更率は＜警備＞＜軽作業＞＜飲食・フード＞などで特に高く、
＜家庭教師・講師・試験監督＞で最も低い。
　雇用形態を変更した平均人数（雇用形態変更ありベースで）は、＜軽作業＞で10.7人と最多。
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アルバイトから正社員に変更になった人（単一回答）
・全体では、『アルバイトから正社員に変更になった人』が「いる」と回答した人は2割強。
　雇用形態変更ありベースで変更した平均人数をみると4.3人。
・業種別では、アルバイトから正社員への変更率は＜軽作業＞＜介護＞で高く、＜家庭教師・講師・試験監督＞で最も低い。
　変更した平均人数（雇用形態変更ありベースで）は、＜事務・オフィスワーク＞＜飲食・フード＞で多い。

リファラル採用の実施状況（単一回答）
・全体では、リファラル採用の実施率は6割、検討率と非意向率はそれぞれ2割前後。
・業種別では＜介護＞＜警備＞＜清掃＞で、リファラル採用の実施率が特に高い。
  一方、＜製造＞＜事務・オフィスワーク＞で実施率が低め。
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アルムナイ制度の実施状況（単一回答）
・全体では、アルムナイ制度の実施率は4割、検討率、非意向率はそれぞれ3割前後。
・業種別では＜介護＞＜警備＞で実施率が高め。一方、＜家庭教師・講師・試験監督＞で実施率が低め。

定年退職者の再雇用の実施状況（単一回答）
・全体では、定年退職者の再雇用の実施率は5割弱、検討率は2割強、非意向率は3割強。
・業種別では＜警備＞＜介護＞で実施率が高く、＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜ホテル・旅館＞
　＜家庭教師・講師・試験監督＞で低い。
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週払い・日払い制度の実施状況（単一回答）
・全体では、週払い・日払い制度の実施率、検討率はそれぞれ2割弱、非意向率は7割弱。
・業種別では＜警備＞＜建築・土木＞で実施率が高く、＜家庭教師・講師・試験監督＞＜介護＞で実施率が低い。

ギグワーカー受入の実施状況（単一回答）
・全体では、ギグワーカー受入の実施率は1割強、検討率は約2割、非意向率は7割弱。
・業種別では＜警備＞＜軽作業＞で実施率がやや高め。
　一方、＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜家庭教師・講師・試験監督＞＜ドライバー＞＜製造＞で実施率がやや低い。
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アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

（3）実施施策と効果
「人材確保のために」実施した施策／今後実施していきたい施策（複数回答）
・全体では「給与の増額」が最も高く「主婦層の積極採用」「シニア層（65歳以上）の積極採用」「シフトの緩和」と続く。
　2018年全体と比較では、上位項目の顔触れは似通っているが、「シフトの緩和」はスコアの低下が目立つ。
・業種別では＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞の「給与の増額」が特に高い。

「人材確保のために」実施した施策のうち効果があった施策（複数回答）※ベース：各施策実施者
・全体では「給与の増額」のほか「シニア層（65歳以上）の積極採用」「在宅勤務・リモートワークの承認」「給与支払い方法の
　見直し（週払い・日払いの採用）」「外国人の積極採用」など、『人材や働き方の多様化への対応』に関する施策が上位。
・「在宅勤務・リモートワークの承認」「給与支払い方法の見直し（週払い・日払いの採用）」は実施率は低いが、
　効果を感じている割合は高い点が特徴的。
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「定着率を上げるために」実施した施策／今後実施していきたい施策（複数回答）
・全体では「シフトの融通」「給与の増額」「職場のコミュニケーション活性化のための取り組み」の実施率が特に高い。
　2018年との比較では「シフトの融通」「昇給制度の導入」などのスコアが低下した。
・業種別では「シフトの融通」の実施率は＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞＜コンビニ・スーパー＞
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞などで高め。

「定着率を上げるために」実施した施策の中で、効果があったもの（各複数回答）※ベース：各施策実施者
・全体では「シフトの融通」のほか「給与の増額」「給与支払い方法の見直し（週払い・日払い採用）」「昇給制度の導入」など
　『待遇面』の施策が上位にあがる。
　「給与支払い方法の見直し（週払い・日払い採用）」は実施率は低いものの、効果を感じている割合は高い。
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求職者に積極的にアピールしたもの（複数回答）
・全体では「未経験でもできる仕事である」「シフトの融通がきく」「短時間・少日数でいい」などが上位。
　2018年と比較し、これら上位項目を中心に項目全般にスコアが低下している。
・業種別では、「未経験でもできる仕事である」「シフトの融通がきく」「短時間・少日数でいい」は＜コンビニ・スーパー＞
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞で、「シニア層の積極採用」は＜警備＞＜清掃＞で、「研修・フォローの手厚さ」
　「専門スキルが身につく」「資格取得の支援をしている」は＜介護＞でそれぞれ高い傾向。

求職者に積極的にアピールしたものの中で、効果があったもの（複数回答）※ベース：各実施者
・全体では「給与が高い」「日払い週払いがある」など『待遇面』が特に高いほか、「シフトの融通がきく」
　「将来の求職活動に役立つ」「外国人の積極採用」などが上位にあがる。
　「日払い週払いがある」「将来の求職活動に役立つ」等は実施率は低いものの、効果を感じる割合は高い。
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面接率を上げるために行った取組／今後実施していきたい施策（複数回答）
・全体では「面接日は応募者の要望を優先した」が高く、「応募者への連絡（電話／メール等）を丁寧に行うようにした」が続く。
　2018年全体に比べ項目全般でスコアがやや低下している。
・業種別では、＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞で「履歴書を不要にした」が特徴的に高い。

面接率を上げるために行った取組の中で、効果があったもの（各複数回答）※ベース：各取組実施者
・全体では「面接日は応募者の要望を優先した」「面接時に交通費を支給した」「面接来社（来店）特典をつけた」が特に高い。
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面接時に気をつけていたこと（複数回答）
・全体では「仕事内容や勤務条件等について詳細に伝えていた」「笑顔で明るく対応するよう心がけていた」
　「希望シフトなど、求職者の要望に出来るだけ耳を傾けるようにしていた」が特に高い。
　2018年と比較し、項目の序列は同様の傾向を示す。
・業種別では、「仕事のやりがいや魅力を伝えていた」が＜家庭教師・講師・試験監督＞＜介護＞＜保育＞で高い点が特徴的。

アルバイト社員に対する評価制度（複数回答）
・全体では「一定期間の勤務態度に応じて評価」「業務の習熟度合いに応じて評価」が5割弱で最も高い。
・業種別では、「昇格試験の合否で評価」は＜コンビニ・スーパー＞＜警備＞で、
　「お客様CSアンケートの結果によって評価」は＜家庭教師・講師・試験監督＞＜介護＞で高い。
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評価制度のうちモチベーションアップに効果があったもの（各単一回答）※ベース：各昇給制度あり
・全体では「お客様CSアンケートの結果によって評価」と「業務の習熟度合いに応じて評価」が高くなっている。
　それ以外の評価制度についても半数以上が「効果があった＋やや効果があった」と回答。

アルバイト社員への教育制度／今後実施していきたい教育制度（複数回答）
・全体では「業務マニュアルがある」「教育担当をつける」「業務マニュアルがあり、活用している」
　「現場で働く前に研修を実施」などが特に高い。2018年全体も多少のスコア差があるものの、同様の傾向を示す。
　また「ステップアップのための研修を実施」「資格取得支援」の実施率は低めだが、今後の実施意向率は高い。
・業種別では、＜介護＞で高めの項目が多い
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教育制度のうち、スキルアップに効果があったもの（各複数回答）※ベース：各教育制度実施者
・全体では「教育担当をつける」が最も高く、「現場で働く前に研修を実施」「業務マニュアルがあり、活用している」
　「資格取得支援」などが続く。

コミュニケーション活性化のための施策／今後実施していきたい施策（各複数回答）
・全体では「上司から出来るだけ雰囲気が良くなるよう働きかけている」「従業員同士のミーティング等、意見交換の場を
　設けている」「上司との個別面談や相談の機会を設けている」などが上位で2018年と同様の傾向を示す。
　また「従業員同士の交流の場を定期的に設けている」は、現在の実施率よりも今後の実施意向率が上回る。
・業種別では、＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞と＜介護＞で「上司との個別面談や相談の機会を設けている」が高め
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コミュニケーション活性化のための施策のうち効果があったもの（各複数回答）※ベース：各施策実施者
・全体ではいずれの項目も6割台と平均して高い
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アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

（4）今後のアルバイト採用意向
2020年のアルバイト採用数の予定（単一回答）
・全体では採用数を「増やす」と「変わらない」は4割前後、「減らす」は1割に満たない。
・業種別では「増やす」は＜警備＞で7割弱と非常に高く、＜事務・オフィスワーク＞＜建築・土木＞で2割台と低い。

2020年のアルバイト採用費の（単一回答）
・全体では採用費を「増やす」が2割、「変わらない」は5割強、「減らす」は1割に満たない。
・業種別では「増やす」は＜警備＞で4割強と特に高く、＜事務・オフィスワーク＞で最も低い。
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外国人アルバイトの採用意向（単一回答）
・全体では「採用意向・計」は約4割。2018年全体に比べ約8ポイント低下。
・業種別では＜ホテル・旅館＞＜飲食・フード＞で「採用意向・計」が5割台で高く、
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜保育＞で2割強と低い。

外国人をアルバイト採用したい理由（複数回答）※ベース：外国人アルバイトを採用したい
・全体では「人手不足の解消・改善につながるから」が特に高く、次いで「まじめに働いてくれるイメージがあるから」が高い。
・2018年全体も同様の傾向を示す。
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜保育＞で2割強と低い。
・業種別では、＜ホテル・旅館＞＜家庭教師・講師・試験監督＞で「外国語が必要な業務があるから」、
　＜介護＞で「人手不足の解消・改善につながるから」「まじめに働いてくれるイメージがあるから」が高め。
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外国人をアルバイト採用したくない理由（複数回答）※ベース：外国人アルバイトを採用したくない
・全体では「日本語能力に不安があるから」が特に高く、次いで「文化や価値観の違いに不安があるから」。
・2018年全体も同様の傾向を示す。
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜保育＞で2割強と低い。
・＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞＜コンビニ・スーパー＞で、「手続きが面倒だから」
　「週あたりの労働時間に制限があるから」などが高め。

東京オリンピックに向けた雇用対策の有無（複数回答）
・全体では4割弱が「何かしらの対策をとっている」。雇用対策として上位にあがる「アルバイトの採用強化」「正社員の採用強化」
　などは2割弱業種別では、＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞で、「外国人の採用強化」「外国人客受入れのための整備
　（言語マニュアル、外国語メニュー、外国語表記案内等）」などが高め。
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東京オリンピックに向けた雇用対策の有無（複数回答）※ベース：東京オリンピック開催地勤務者
・開催地勤務者ベースでは、 4割弱が「何かしらの対策をとっている」。雇用対策として上位にあがる「アルバイトの採用強化」
　「正社員の採用強化」などは約2割。
・業種別では、＜飲食・フード＞＜ホテル・旅館＞で、全体よりも高めの雇用対策が多い。
　＜パチンコ・カラオケ・ネットカフェ＞＜ドライバー＞で「対策をしていない」が高め。

今後、アルバイト採用や従業員向けツールとして活用していきたいもの（複数回答）
・全体では、「求人広告」「研修システム」「労務管理ツール」「シフト・勤怠管理システム」が特に高い。
　「活用したいものはない」は4割。
・業種別では、「求人広告」「シフト・勤怠管理システム」は、＜警備＞＜清掃＞で、
　「モチベーション管理ツール」「外国人バイト管理ツール」は＜飲食・フード＞で活用意向度が高め。
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アルバイト採用活動に関する企業調査（2019年）

ウエイトバック集計について
本調査回答者の業種構成比を、2018年調査の業種構成比に近づけるために、以下の通りウェイトバック集計を実施した
①　2019年本調査の業種別の回収数（N数）を算出（合計2,120件）
②　2019年本調査の各業種の構成比を算出（合計100％）
③　2019年レポートを2018年レポートと比較するために、2018年レポートのN数に近似させた目標数を設定
　（理想は各業種n=100の均等割り付けの合計1,500件）
④　上記②と③から算出したウェイトバック係数を用いてウェイトバック集計を実施し、
　2019年レポートのN数を2018年レポートのN数に近似させた
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